「緊急人材育成・就職支援基金」について

　2009年8月25日

全国商工団体連合会

上記の制度について全商連のヒヤリングをお送りします。各県でも、労働局等の懇談を積極的に持ち、活用をはかることをお願いします。
　

①事業主も「技能訓練」で生活支援給付金の対象に
「基金訓練・訓練・生活支援給付金」の活用について
※制度概要　雇用保険を受給できない方が、ハローワークのあっせんにより基金訓練または公共職業訓練を受講する場合、一定の要件を満たせば、訓練期間中の生活保障として、訓練・生活支援給付金が支給されます。給付金は、被扶養者のいる方は月額12万円、それ以外は月額10万円、最大24カ月。（別紙②）
◆７つの要件
①ハローワークへの求職登録でハローワークのあっせんによる基金訓練などの受講
②雇用保険を受給できない方
③世帯の主たる生計者。
④年収見込みが200万円以下、かつ世帯全体の年収見込みが300万円以下（申請時点）
⑤預貯金800万円以下の方
⑥現在居住用の資産以外に土地・建物を所有していない方
⑦過去３年間に不正行為により国の給付金を受けていない方
◆７つの要件に関する質問
問①訓練・生活支援給付金は、雇用保険に入っていない人を対象としています。事業主が廃業した場合も対象になるのでしょうか。（廃業の証明などは必要でしょうか）
　回答：雇用保険に入っていない人が対象であり、事業主も対象となります。廃業の証明は必要ありません。　
問②実施と支給の時期はいつになるでしょうか。
　受付開始は７月29日ですが、基金訓練、職業訓練の受講は例えば予定でも支給対象になりますか。また、申請による可否や決定の期間などはどうなるでしょう。
回答：ハローワークで、事前審査を受け、中央職業能力開発協会が審査し、「受給資格者証」が送付されてきます。その場合、たとえば、９月１日から受講とすると、９月１５日以前に申請すれば、月末に支給されます。
問③「世帯の主たる生計者」とは事業主ですが、配偶者の所得が多い場合、配偶者になるということですか。
　回答：事業主の年収より、配偶者の年収が過去３年間で多い場合は、主たる生計者は配偶者となります。昨年の秋より、急激に事業主の収入が落ち込んだ場合は「常態化」でないので、事業主が主たる生計者です。　
問④「年収の見込みが２００万円以下」となっていますが、事業者の場合は、申告所得額でしょうか。
　回答：「年収の見込み」となっているので、事業者の場合は売上額を基準として扱います。
*「受給要件のチェックリスト」によれば年収見込みは「直近1ヵ月の収入を12倍したもの」となっています。また、母子・父子世帯、就学者のいる世帯には特別控除額があり、例えば私立高校生（自宅通学）がいる世帯の場合、41万円の特別控除をした年収見込み額になります。
④-2　例えば、製造業、建設業では消費税のみなし仕入れ率は70％ですので、売上が400万円の場合、280万円が仕入れという考え方で120万円が生活費ということになりますが…。
　回答：生活費としての考え方はあると思います。ハローワークでは書類を受け付けるだけで判断は中央職業能力開発協会が行うこととなっています。その場合、証明する書類についてどうするのか、判断はグレーゾーンにあります。
問⑤「世帯全体の年収の見込みが３００万円以下」は、本人や配偶者の年金収入も含むという意味ですか。
　回答：年金収入も含みます。失業保険や退職金は、含まれません。ただし、退職金は、金融資産には含まれることになる。
問⑥「金融資産が８００万円以下」の規定ですが、借金、負債は勘案されるのですか。
例えば、自営業者の通帳に、従業員に支払うための運転資金が残高として記載されている場合、資産とみなされるのでしょうか。
回答：借金は、相殺とはなりません。確認書類として世帯の構成員すべての、残高が100万円以上の預金通帳の写しもしくは残高証明書になっています。具体的には中央に問い合わせないと分りません。
問⑦「現在住んでいるところ以外に土地・建物を所有していない方」についてですが、例えば居住用は借家で、工場または店舗が持家の場合も対象外となるのですか。
　回答：持ち家、店舗は売却してくださいというのが中央の指導方向です。例えば田舎に田地・田畑、山林があって、売却してもわずかな金額にしかならないものでもダメとしています。
問⑧年収200万円に満たないアルバイトをしながらでも訓練を受けて生活支援給付は受けることができるのであれば、事業者も廃業はせず、細々と営業を続けながら生活支援給付の対象になるのですか。
　回答：対象になります。ただし、訓練への出席日数は、８割以上必要です。事業者の場合、どう判断するか、検討の余地はあると思います。
問⑨例えば、鉄工業者の受注が激減し、現在ハローワークへ求職登録している方がいます。この方が自らの経験も生かして、「（訓練分野一覧もある）№１６の機械関連分野」の「旋盤工」や「フライス盤工」の訓練を希望した場合はどうなりますか。
・例えば、下請の鉄工所の事業主が、自らの技術を生かし横請け、共同製作ができるように、図面を描く技術を習得したいとその訓練を受けるのは、対象となるのでしょうか。
　回答：「現職に留まることを前提としての訓練」は対象としていません。事業者の場合、より安定した職業への転職をめざすか、あるいは事業転換の訓練が対象となります。
失業保険との関係で、高専などでの「施設訓練」は対象となりません。
問⑩別紙「緊急人材育成支援事業に係る職業訓練の訓練分野一覧」がありますが、受け入れ態勢についてはどうなるのでしょうか。
　回答：高度な技術訓練を受け入れる専門学校などは未整備状態にありますのでこれからの課題になります。なかなか手があがらない実情もあり、厚生労働省から率直な意見を聞かせてほしいという要請もあるので、施設訓練を対象にしていないことも原因のひとつではないかと意見をあげている。

問⑪この制度などについての説明会などに講師を派遣していただけますか。

　回答：上司と検討してみる

②実習型雇用・職場体験型雇用による事業所への支援
「中小企業等雇用創出支援事業」の活用について
※制度概要　①ハローワークのあっせんで実習型雇用により求職者を受け入れた場合、実習型雇用助成金（実習期間・6ヵ月）1人あたり月額10万円、正規雇用として雇い入れた場合、正規雇用奨励を1人あたり100万円、正規雇用後の教育訓練に1人あたり50万円（上限）を助成する。②事業主団体と産業雇用安定センターが連携し、1ヵ月以内の職場体験を受け入れた事業主に受け入れ1人あたり10万円(上限・日数による)、職場体験終了後に正規雇用として雇い入れた場合、正規雇用奨励金1人あたり100万円を助成する。（別紙③、④）
問①実習型雇用について、「技能及び経験を有する指導者のもとで実習、座学等を実施」となっていますが、実習や座学の要件（枠組み）のようなものはあるのですか。
　回答：「座学」についてはOFF‐JT（職場外訓練の略。実務経験を積む職場から離れ、外部の講師などからのトレーニングを受ける。基本的に、一般化された技能や知識についての教育）はすべて。営業活動、生産活動をするものではないもので外部委託でも内部講師でもかまわない。

例えば10年くらいの経験者を指導者にすることを想定している。（企業が10年に満たない場合もあるので）職務をやる上で問題のない方と広い範囲で考えている。

「座学」は必ずやる必要があるが枠は示されていない。

問②「実習計画書を労働局・産業雇用安定センターに提出する」となっていますが、計画書の内容に関して可否はあるのでしょうか。
回答：ハローワークでマッチングするので個別にも相談はできると思うが、計画書は実習が始まってから２週間以内に提出することになっている。

６ヵ月の実習が終わって１ヵ月以内に実習型雇用助成金を申請していただく。
正規雇用後６ヵ月後、１ヵ月以内に正規雇用奨励金の申請で50万円、その後、６ヵ月終了後同じように１ヵ月以内に申請し50万円を支給することになる

壮麗金事前審査を受け、中央職業能力開発協会が審査し、「受給資格者証」①
問③「正規雇用」に関する条件は、例えば社会保険や労働保険の加入が必要でしょうか。
回答：一般的に「正規雇用」と言った場合、社会保険等への加入は必要。

（家族従業者主体の経営では必ずしも加入していないが）具体的な事業の状況には柔軟に対応していくことを考えている。ハローワークがマッチングすることになっているので、個別にも相談してほしい。
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